
備 考

　

1 22

（5） （1） （5） （2） （13） （1） （22）

― ― ― ― ―

なし

計

合　　　　計
5 1 5 2 13

既
設
分 ― ―

（―） （―） （―） （―） （―） （―） （―）

― ― ―

（―） （―） （―） （―） （―） （―）

― ― ― ―

（―）

計
5 1 5 2 13 1 22

（5） （1） （5） （2） （13） （1） （22）

（0） （0） （0） （0） （0）

（0）

（0）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か
　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す
　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す
　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

0 0 0 0 0

（0） （0） （0） （0）

（0） （0）

9 大学設置基準別
表第一イに定め
る基幹教員数の
四分の三の数
6人

5 0 0

0

（1） （5） （0） （0）

0

（1） （0）

13人

（3） （1） （5） （0） （9）

1 0 0 0

1人 22人

（5） （1） （5） （2） （13） （1） （22）新

設

分

国際こども教育学科
5人 1人 5人 2人

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当
　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）
4 1

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事
　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

3 1 5 0

（0） （0）

計（ａ～ｄ）
0 0 0 0

（4）

学部等の名称
基幹教員

助手
基幹教員以外の
教 員
（助手を除く）教授 准教授 講師 助教 計

計

科目 科目 科目 科目

同一設置者内における
変 更 状 況
（ 定 員 の 移 行 ，
名 称 の 変 更 等 ）

平成30年4月学科名称変更
　幼児教育学科→国際こども教育学科（平成28年6月届出済み）
令和2年4月名称変更
　鶴川女子短期大学→フェリシアこども短期大学(令和元年6月届出済み）
令和2年4月収容定員変更(令和元年11月届出済み）
　〔定員減〕（150→130）

単位

年 人 年次
人

人

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習

計 ― ― ―

短期大学士

【 Associate
Degree of

Early Childhood
Education】

実験・実習

新 設 学 部 等 の 目 的

　幼稚園教諭二種免許の教職課程及び保育士養成施設及びを有する短大として多くの人材を
社会に送り出してきたが、昨今の18歳人口の減少に伴い入学定員を割り込むことが多くなったた
め、実態に合わせて入学定員を現在の130名から100名に変更する。
こども教育コース（2年間の保育士課程）と国際こども教育コース（専攻科を合わせた3年間の保育
士課程）のそれぞれの定員を設定する

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

― 200
(260)

学位 学位の分野
開設時期及
び開設年次

所在地

幼児教育学 　年　月
第　年次

令和8年
4月
第1年次

東京都町田市
三輪町1135

国際こども教育学科
2 100

(130)【Department of
Ealy chidhood
Education】

大 学 本 部 の 位 置  東京都町田市三輪町1135

計 画 の 区 分 　大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ 　ガッコウホウジン　メイセンガクエン

設 置 者 　学校法人　明泉学園

大 学 の 目 的
　本学は、教育基本法及び学校教育法の本旨、並びに「愛の教育」の実践を目指すという建学の精
神に則り、高等学校教育の上に、一般教養と専門的知識・技能を教授研究し、グローバル化に対応
できる乳幼児教育者を育成することを目的とする。

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ 　フェリシアコドモタンキダイガク

大 学 の 名 称 　フェリシアこども短期大学（Felicia College of Childhood Education)



東京都町田市
三輪町1135

2

　ポーツ施設等」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

６　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

７　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

２　「新設分」及び「既設分」の備考の「大学設置基準別表第一イ」については、専門職大学にあっては「専門職大学設置基準別表第一イ」、短期大学

　にあっては「短期大学設置基準別表第一イ」，専門職短期大学にあっては「専門職短期大学設置基準別表第一イ」にそれぞれ読み替えて作成すること。

３「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

４　私立の大学の学部又は短期大学の学科の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「教室・教員研究室」，「図書・

　設備」及び「スポーツ施設等」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

５　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室・教員研究室」，「図書・設備」，「ス

倍

附属施設の概要 該当なし

（注）

１　共同学科の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「新設分」の欄に記入

　せず，斜線を引くこと。

年度幼児教育学

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 等 の 名 称 フェリシアこども短期大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

収 容 定 員
充 足 率

130 260 短期大学士 0.83 昭和43

開設
年度

所　在　地

国際こども教育学科 年 人 ― 人

千円 千円 千円 千円

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、雑収入等

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

1,570千円

設 備 購 入 費 2,200千円 2,200千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 100千円 100千円経費
の見
積り
及び
維持
方法
の概
要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

図 書 購 入 費 280千円 280千円

共同研究費等 476千円 476千円

1,350

スポーツ施設等
スポーツ施設 講堂 厚生補導施設

㎡ ㎡ ㎡

（　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　　　　） （　　　　　）
計

〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　

図
書
・
設
備

新設学部等の名称 〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 〔うち外国書〕

（　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　　　　） （　　　　　）

種 〔うち外国書〕 点 点

図書 学術雑誌 機械・器具

〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　

㎡ ㎡ 6631㎡

（　　　　　　㎡） （　　　　　　㎡） （　　　　　　㎡） （　　　　　　㎡）

標本

教 室 ・ 教 員 研 究 室 教 室 室 教 員 研 究 室 室

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

6631㎡

合 計 54920㎡ ㎡

校 舎 敷 地 54920㎡ ㎡ ㎡ 54920

そ の 他 ㎡ ㎡ ㎡

計
13 5

（13） （5） （18）

㎡ 54920㎡

校
　
地
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

㎡

18

（0） （0）

指 導 補 助 者
0 1 1

（0） （1） （1）

そ の 他 の 職 員
3 2 5

（3） （2） （5）

職　　　種 専　　属 その他 計

事 務 職 員
9人 2人 11人

（9）

図 書 館 職 員
1 0 1

（1） （0） （1）

（2） （11）

技 術 職 員
0 0 0

（0）



入学
定員

編入学
定員

収容
定員

入学
定員

編入学
定員

収容
定員 変更の事由

フェリシアこども短期大学 フェリシアこども短期大学

国際こども教育学科 130 ― 260 国際こども教育学科 100 ― 200 （定員変更（△30）

　（うち 国際こども教育コース） （30） （60）

　（うち こども教育コース） （70） （140）

計 130 ― 260 計 100 ― 200

学校法人明泉学園　設置認可等に関わる組織の移行表

令和７年度 令和8年度



校地校舎等の図面

①都道府県内における位置関係の図面

本学は東京都町田市三輪町に位置する。 東京都と神奈川県の県境にあり、 最寄り駅は小田急

線の鶴川駅と柿生駅である。 鶴川駅は東京都町田市、 柿生駅は神奈川県川崎市に属する。

里山等、 豊かな自然に囲まれた環境であり、 その特性を生かした教育を展開している。
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②最寄り駅からの距離、 交通機関及び所要時間がわかる図面

最寄りの小田急線鶴川駅から本学までの路線バスによる便が確保されている。 バスを利用す

る場合、 鶴川駅から本学までの所用時間は15分程度である。また、小田急線柿生駅から本学ま

での距離は2. 5kmであり、 徒歩で 30分程度である。 小田急線は、 鶴川駅の隣駅の町田駅でJR

横浜線、 新百合ヶ丘駅は小田急多摩線に接続し、 登戸駅ではJR南武線、 下北沢駅では井の頭線

の乗り換えができる。 また、 東急田園都市線の市が尾駅からバスの便などもあり、 最寄りのバ

ス停から本学までは18分程度である。
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（令和８年４月１日施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      学校法人 明 泉 学 園        

       フェリシアこども短期大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

学校法人 明泉学園  フェリシアこども短期大学 学則 

 

第１章   総  則 

 

（目 的） 

第１条 本学は、教育基本法及び学校教育法の本旨、並びに「愛の教育」の実践を目指すという

建学の精神に則り、高等学校教育の上に、一般教養と専門的知識・技能を教授研究し、グローバ

ル化に対応できる乳幼児教育者を育成することを目的とする。      

２ 前項の目的を達成するため、フェリシアこども短期大学基本方針（入学者受入れ方針、教育

課程編成実施の方針及び学位授与の方針）は別に定める。 

 

（自己評価等） 

第１条の２  本学は、その教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び社会的使命を達成する 

 ため、本学における教育研究活動の状況について、自ら点検及び評価(以下「自己評価等」と 

いう)を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 自己評価等に関する規則等は、別に定める。 

 

（認証評価） 

第１条の３  本学は、前条に規定する自己評価等に加え、その教育研究等の総合的な状況 

  について、政令で定める期間ごとに、文部科学大臣の認証を受けた者(以下「認証評価機関」 

  という)による評価を受けるものとする。  

２ 認証評価機関による認証評価に関する規則等は、別に定める。 

 

（教育内容等の改善） 

第１条の４ 本学は教育内容及び方法の改善を図るための委員会を設け、教職員の研修・研究を

行う。 

２ 前項の委員会については、別に定める。 

 

（教員と事務職員等の連携、協働） 

第１条の５ 本学は、教員と事務職員等の協働による教育研究活動等の組織的かつ効果的な運営

を図るため、教員と事務職員等との適切な役割分担の下で連携体制を確保する。 

 

第２章   学科、学生定員、修業年限等 

（学科及び学生定員） 

第２条 本学において設置する学科及び学生定員は、次のとおりとする。 

       学  科           入学定員   収容定員 

      国際こども教育学科      １００名      ２３０名 

２ 国際こども教育学科に次のコースを設ける。 

国際こども教育コース   ３０名 

こども教育コース     ７０名 

 

（教育研究上の目的） 

第２条の２  国際こども教育学科の教育研究上の目的を次のとおり定める。 

多文化な乳幼児教育現場において、愛情をもって子どもの最善の利益を保障できる乳幼児教育者

を養成するための教育及び研究を行う。 

２ 前項の目的を達成するため、フェリシアこども短期大学基本方針（入学者受入れ方針、教育

課程編成実施の方針及び学位授与の方針）は別に定める。 

 

（修業年限及び在学年限） 

第３条 国際こども教育学科の修業年限は、おおむね２年とする。 

２ 在学年数は、４年を超えることができない。 

３ 前項の規定にかかわらず、第２７条に定める長期履修学生の在学期間は８年を限度とする。 



 

 

 

第３章  学年、学期及び休業日 

 

（学年及び学期） 

第４条 学年は、次のとおりとし、学期は春学期と秋学期に分ける。 

（１）春季入学 ４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

春学期  ４月１日から９月３０日まで 

秋学期  １０月１日から３月３１日まで 

（２）秋季入学 １０月１日に始まり、翌年９月３０日に終わる。 

秋学期  １０月１日から３月３１日まで 

春学期  ４月１日から９月３０日まで 

 

（授業期間） 

第５条 授業を重視するために、学期と授業期間が異なった場合は、後者を優先し学事暦に定め 

る。 

 

（休業日） 

第６条 休業日は、次のとおりとする。 

  日曜日 

  国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日      

  冬季休業期間等は学事暦に定める。                       

２ 学長は必要がある場合、理事長の許可を得て、休業日もしくは休業期間を変更し、学園の行

事、授業、実習、その他の活動を命ずることができる。 

３ 職員の休業日については、学校法人明泉学園就業規則の規定を優先する。  

４ 学長は、理事長の許可を得て、創立記念日等を休業日として設ける場合がある。 

 

第４章  入学、退学、休学及び除籍 

 

（入学の時期） 

第７条 入学の時期は、学期の始めとする。 

（入学資格） 

第８条 本学に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

（１）  高等学校を卒業した者                                                          

（２）  通常の課程による１２年の学校教育を修了した者   

 (３） 外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者またはこれに準ずる者で、    

文部科学大臣の指定した者 

 (４) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在外教育施設          

の当該課程を修了した者 

 (５) 文部科学大臣の指定した者 

 (６) 専修学校の高等課程で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が別に定める     

日以後に終了した者  

 (７) 文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者（旧規程による大学入学          

資格検定に合格した者を含む。） 

 (８) 本学の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた          

者で、１８歳に達した者 

      

（入学の出願） 

第９条 本学に入学を志願する者は、本学所定の書類に入学検定料を添えて提出しなければな  

らない。 

２ 提出の時期、方法及び提出すべき書類等については、別に定める。 

（入学者の選考） 

第 10条 前条の入学志願者については、選考を行う。 



 

 

２ 選考の方法は別に定める。 

 

（入学手続き及び入学許可） 

第 11 条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は所定の期日までに、身元保証書そ 

の他本学所定の書類を提出するとともに、所定の入学金を納付しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。 

 

（保証人） 

第 12条 入学を許可された者は、正副保証人を定め届け出なければならない。 

２ 正保証人になることのできる者は、父母または近親者とする。 

 

（保証人の変動） 

第 13 条 保証人に氏名もしくは住所の変更があったとき、または死亡その他の重大な事情が生 

じたときは、直ちにその旨を届け出なければならない。 

 

（転入学及び再入学） 

第 14 条 本学に転入学又は再入学を志望する者があるときは、選考のうえ、相当年次に入学を 

許可することがある。この場合において、他の大学に在学中の者は、当該大学の学長の発する 

承諾書を提出しなければならない。 

２ 前項の規定により入学を許可された者の既に修得した授業科目及び単位数の取扱い並びに  

在学すべき年数については、学長が決定する。 

 

（退 学） 

第 15 条 退学しようとする者は、正保証人連署のうえ、本学所定の用紙により願い出て、学長

の許可を受けなければならない。 

 

（休 学） 

第 16 条 病気その他やむを得ない事情により２か月以上就学することができない者は、学長の

許可を得て休学することができる。 

２ 休学期間が次年度にわたるときは、学年の始めに改めて願いでなければならない。 

 

（休学期間） 

第 17条 休学期間は、２年を超えることができない。 

２ 休学期間は、通算して２年を超えることができない。 

３ 休学期間は、修業年限及び在学年数に算入しない。 

 

（復 学） 

第 18条 休学期間内にその事由が消滅したときは、学長の許可を得て復学することができる。 

 

（除 籍） 

第 19条 次の各号の一に該当する者は、学長が除籍する。 

  （１） 在学年数を超えた者 

  （２） 休学期間内に復学できない者 

  （３） 授業料等の納付を怠っている者  

  （４） １か月以上にわたり行方不明の者 

   （５） 懲戒処分を受けた者 

 

（復 籍） 

第 19 条の１ 第 19 条第２～４号により除籍された者が、保証人連署の上、復籍を願い出たとき

は、教授会の議を経て、学長がこれを許可することができる。 

 

 



 

 

 

第５章  教育課程及び履修方法 

（授業科目） 

第 20条 本学で開設する授業科目及び単位数等は、別表第１のとおりとする。 

 

（単位の計算方法） 

第 21 条 各授業科目の単位数は、１単位の履修時間を教室内及び教室外を合わせて４５時間 

とし、次の基準により単位数を計算するものとする。 

  （１）講義については、教室内における１時間の講義に対して教室外における２時間の準備     

のための学修を必要とするものとし、１５時間の講義をもって１単位とする。  

  （２）演習については、教室内における２時間の演習に対して、教室外における１時間の準     

備のための学修を必要とするものとし、３０時間の演習をもって１単位とする。ただ     

し、授業科目の種類によっては、１時間の演習に対して教室外における２時間の準備     

のための学修を必要とするものにつき、１５時間の演習をもって１単位とすることが     

できる。 

 （３）体育実技については、４５時間の授業をもって１単位とする。教育実習における実習は

３０時間、保育実習Ⅰ（保育所）、保育実習Ⅰ（施設）、保育実習Ⅱ、保育実習Ⅲについては、

４０時間をもって１単位とする。 

 

（成績の評価基準） 

第 22条 成績の評価は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階とし、Ｄを不合格とする。 

評 価    成 績 

Ｓ ････････ 100－90 

Ａ ････････  89－80  

Ｂ ････････  79－70   

Ｃ ････････  69－60   

Ｄ ････････  59 以下   

２ 成績は、試験等による。 

 

（単位の授与） 

第 23条 成績の評価及び単位の最終的認定は、学長が行う。 

２ 履修の方法、単位の算定、履修の登録等の必要な事項は別に定める。 

 

（履修科目の登録の上限） 

第 23 条の２ 適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得すべき単位数につ

いて、１年間に履修科目として登録することができる単位数の上限を定める。上限単位数及び運

用に関する事項は別に定める。 

 

第６章  卒 業 要 件 等 

 

（卒業の要件） 

第 24 条 本学を卒業するためには、学生は２年以上在学し、別表第１に定めるところにより  

６２単位以上を修得しなければならない。 

 

（他の短期大学又は大学における授業科目の履修等） 

第 24 条の２ 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が他の短期大学又は大学において履修

した授業科目について修得した単位を、３０単位を超えない範囲で本学における授業科目の履修

により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、学生が外国の短期大学又は大学に留学した場合に準用する。 

 

（短期大学又は大学以外の教育施設等における学修） 

第 24 条の３ 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専



 

 

攻科における学修、その他文部科学大臣が別に定める学修、及び別に定める機関が実施している

技能検定試験に合格した場合、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができ

る。 

２ 前項により与えることができる単位数は、前条第１項及び第２項により修得したものとみな

す単位数と合わせて３０単位を超えないものとする。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第 24 条の４ 本学は、教育上有益と認めるときは、学生が入学する前に短期大学又は大学にお

いて履修した授業科目について修得した単位を、入学後の本学における授業科目の履修により修

得したものとすることができる。 

２ 学生が入学する前に行った前条第１項に規定する学修を、本学における授業科目の履修とみ

なし、単位を与えることができる。 

３ 前２項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、転学の場合を除

き、第 24 条の２第１項及び前条第１項により本学において修得したものとみなす単位数と合わ

せて３０単位とする。この場合において、第 24 条の２第２項により本学において修得したもの

とみなす単位数と合わせるときは、４５単位を超えないものとする。 

 

（卒業及び学位授与） 

第 25 条 本学に２年以上在学し、別表第１に定める授業科目及び単位数を修得した者について 

の卒業の最終的認定は、学長が行う。 

２ 学長は卒業を認定した者に対して、卒業証書を授与し、本学学位規程の定めるところによ  

り短期大学士の学位を授与する。 

 

（資格の取得） 

第 26条 本学において取得することができる免許及び資格の種類は、次のとおりとする。 

  幼稚園教諭二種免許 

  保育士資格 

２ 幼稚園教諭二種免許を取得する者は、教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）およ  

び教育職員免許法施行規則(昭和２９年文部省令第２６号）に定めるところに従い、別表第１及

び第２に掲げる科目のうち、別に定める所定の単位を修得して、本学を卒業しなければならな

い。 

３ 保育士資格を取得する者は、保育士を養成する学校その他の施設の修業科目及び履修方法  

（平成２２年厚生労働省告示第２７８号）に定めるところに従い、別表第１及び別表第３に掲げ

る科目のうち、別に定める所定の単位を修得して、本学を卒業しなければならない。 

 

第７章  長期履修学生 

 

（長期履修学生） 

第 26 条の２ 学生が職業を有している等の事情により、第３条に定める修業期限を越えて一定

の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出た時は、長期履修

学生としてその計画的な履修を認めることができる。 

２ 長期履修学生に関して必要な事項は別に定める。  

 

第８章  科目等履修生、聴講生 

 

（科目等履修生） 

第 27 条 本学において一又は複数の授業科目を履修することを志願する者があるときは、教授 

会の議を経たうえ、科目等履修生として履修を許可することができる。 

２ 科目等履修生が履修した授業科目に対し、本学の定める方法により単位を与えることがで  

きる。 

 

（科目履修料等） 



 

 

第 28 条 科目等履修生は、所定の期日までに科目履修料等を納付しなければならない。 

２ 前項の科目履修料等は、別に定める。 

 

（補充規定） 

第 29 条 前２条に定めるもののほか、科目等履修生に関して必要な事項は、別に定めることが 

 できる。 

 

（聴講生） 

第 29 条の２ 本学において、科目の聴講を希望する者があるときは、審査のうえ聴講生として 

許可することができる。  

２ 聴講生について必要な事項は、別に定める。 

 

     第９章  入学検定料、入学金、授業料その他の費用等 

 

（入学検定料等の金額） 

第 30 条 本学の入学検定料、入学金及び授業料等の金額は、別表第５のとおりとする。 

 

（授業料等の納付の時期） 

第 31 条 授業料等の納付の時期及び方法に関して必要な事項は別に定める。 

 

（退学及び除籍の場合の授業料） 

第 32 条 学期の中途で退学又は除籍された者の当該学期分の授業料は納入しなければならな  

い。 

 

（学年の中途で卒業する場合の授業料） 

第 33 条 学年の中途で卒業する者の授業料は前条の規定を準用する。 

 

（休学等の場合の授業料） 

第 34 条 休学を許可された者は別に定める休学在籍料等を納入するものとし、授業料その他費

用の納入を要しない。 

２ 停学中の期間にかかる授業料は、これを徴収する。 

 

（再入学の場合の入学金の特例） 

第 35 条 再入学の場合の納入金の額は、当該再入学者が既に納付した入学金の額を控除した額 

とする。 

 

（納付した入学検定料等） 

第 36 条 既に納付した入学検定料及び入学金は、如何なる理由があっても、これを返還しな

い。 

 

（特待生又は奨学生） 

第 37 条 人格又は成績の良好な受験予定者を特待生又は奨学生として受け入れることができ

る。候補者の最終的決定は、学長が行う。 

 

第１０章  教職員組織 

 

（学 長） 

第 38 条 本学に学長を置く。学長の任命は、業務決議機関である理事会が行う。 

２ 学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督する。 

 (副学長及び学科長) 

第 39 条 本学に副学長及び学科長を置くことができる。副学長及び学科長の任命は、理事会が

行う。 



 

 

２ 副学長は、学長を助け、命を受けて校務をつかさどる。 

３ 学科長は、学科に関する校務をつかさどる。  

  

（教職員組織） 

第 40 条 本学に、学長、副学長、学科長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員、現業

職員、その他の必要な職員を置く。 

２ 特任教授、特命教授、客員教授などを置くことができる。 

 

第１１章  教 授 会 

 

（教授会の設置及び構成） 

第 41 条 本学に教授会を置く。 

２ 教授会は、学長及び教授をもって組織される。准教授その他の職員を加えることができる。 

  

（教授会の招集） 

第 42 条 学長は教授会を招集する。 

 

（教授会の議長） 

第 43 条 学長は、教授会の議長となる。学長に支障があるときは、学長があらかじめ指名した

職員がその任務を代行する。 

 

（教授会の具申事項） 

第 44 条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとす

る。 

（１）学生の入学、卒業及び課程の修了に関すること 

（２）学位の授与に関すること 

（３）前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聞くことが

必要なものとして学長が定めるもの 

２ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長がつかさどる教育研究に関する事項について審

議し、学長の求めに応じ、意見を述べることができる。 

 

第１２章  専 攻 科 

（専攻科） 

第 45 条 本学に専攻科を置く。 

２ 専攻科は、世界の子どもたちについての学びを深めるとともに、実践研究のスキルを身に 

つけ、国際社会に貢献できる乳幼児教育者の養成を目的とする。 

３ 専攻科の学生定員は次のとおりとする。 

         名称           入学定員   収容定員 

      国際こども教育専攻       ３０名       ３０名 

４ 専攻科の修業年限は１年とし、在学することのできる年限は２年とする。 

 

（専攻科の教育研究上の目的） 

第 45 条の２ 専攻科の教育研究上の目的を次のとおり定める。 

多文化な乳幼児教育現場において、感性と探究心をもった実践研究者を養成するための教育及び

研究を行う。 

２ 前項の目的を達成するため、フェリシアこども短期大学専攻科基本方針（入学者受入れ方

針、教育課程編成実施の方針及び学位授与の方針）は別に定める。 

 

（専攻科の入学資格） 

第 46 条  本学の専攻科に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とする。 

 （１）大学、短期大学または専修学校の専門課程の保育、教育分野の学科を卒業した者 

 （２）以下の何れかの免許状または資格を取得した者 



 

 

   ①幼稚園教諭免許状（二種以上） 

   ②保育士資格 

（３）本学の入学資格審査により、短期大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

 

（専攻科の教育課程） 

第 47条 本学の専攻科において開設する授業科目及び単位数等は、別表第４のとおりとする。 

 
（専攻科の修了等） 

第 48 条 専攻科を修了するためには、学生は１年以上在学し、別表第４に定めるところによ

り、２４単位以上を修得しなければならない。 

２ 前項に定める授業科目及び単位数を修得した者については、教授会の議を経て学長が修了を

認定する。 

３ 学長は、修了を認定した者に対して、修了証書を授与する。 

 
（専攻科の検定料、入学金、授業料等） 

第 49条  専攻科の検定料、入学金、授業料等の金額は別表第６のとおりとする。 

 

（その他） 

第 50条 この学則の規程は、第８条、第 17条、第 20条、第 24条、第 25条、第 26条、第 30条

及び第 33条を除き、専攻科の学生に適用する。 

２ 本学の専攻科に関し本章に定めるもののほか必要な事項については、別に定める。 

 

第１３章  賞  罰 

 

（表 彰） 

第 51条 善行・功労・成績などに優れている学生を学長が表彰することができる。 

 

（罰 則） 

第 52 条 本学の規則に違反、又は学生の本分に反する行為をした者には、教授会の議を経て、 

学長がこれを懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学、及び戒告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する学生に対して行う。 

（１）本学及び本学関係者の名誉・信用を失墜させた者  

（２）本学の秩序を乱し、本学関係者に迷惑をかけた者 

（３）本学の定める規程類に違反し、それに従わなかった者 

（４）学則に違反した者 

４ 学長は、第１項に至らない違反者等に対してこれを戒めるため、訓告（書）・注意（書）を 

与えることができる。 

５ 賞罰に関し本章に定めるもののほか必要な事項については、別に定める。 

 

第１４章 附属図書館その他の附属施設 
 

（附属施設） 

第 53 条 本学に附属図書館及び認定こども園フェリシア幼稚園フェリシアこども短期大学附属

を設置する。 

２ 附属図書館及び認定こども園フェリシア幼稚園フェリシアこども短期大学附属に関して必要

な事項は、別に定める。 

 

第１５章   雑  則 

 

（委任規程等） 

第 54 条 この学則の施行に関して必要な委任規程等は、理事会が委任する理事長がこれを定め 



 

 

る。 

 

（学則の改廃） 

第 55条 この学則の改廃は、理事会が委任する理事長が行う。 

  

 

附  則 

 この学則は、昭和４４年４月１日から施行する。 

 

附  則                                 

 この学則は、昭和５２年４月１日から施行する。 

 

附  則                                     

１ この学則は、昭和５３年４月１日から施行する。    

２ この学則の施行前に入学した者にかかる卒業要件、授業料の金額及び納付時期並びに演習  

費その他の費用の徴収については、なお従前の学則による。               

 

附  則                                   

１ この学則は、昭和５４年４月１日から施行する。  

２ この学則の施行前に入学した者にかかる実習費の金額については、なお従前の学則による。 

 

附  則                                                                 

１ この学則は、昭和５５年４月１日から施行する。                                     

２ この学則の施行前に入学した者にかかる授業料の金額については、なお従前の学則による。 

 

附  則                                                                 

１ この学則は、昭和５７年４月１日から施行する。ただし、入学検定料の金額については、  

昭和５６年１月１日から適用する。                                       

２ この学則の施行前に入学した者にかかる授業料及び実習費の金額並びに演習費その他の費  

用の徴収については、なお従前の学則による。 

 

附  則                                                                 

１ この学則は、昭和５８年４月２７日から施行し、同年４月１日から適用する。          

２ この学則の施行前に入学した者にかかる授業料及び実習費の金額並びに別表の適用について

は、なお従前の学則による。                                           

 

附  則                                  

 この学則は、平成元年４月１日から施行する。 

 

附  則                                   

１ この学則は、平成２年４月１日から施行する。    

２ この学則の施行前に入学した者にかかる教育課程の履修については、なお従前の学則によ  

る。 

 

附  則                                                                 

１ この学則は、平成４年４月１日から施行する。                                        

２ この学則の施行前に入学した者にかかる教育課程の履修については、なお従前の学則によ  

る。 

 

附  則                                                                 

１ この学則は、平成１１年４月１日から施行する。                                       

２ この学則の施行前に入学した者は従前の学則による。 



 

 

 

附  則                                             

１ この学則は、平成１２年４月１日から施行する。          

２ この学則の施行前に入学した者は従前の学則による。      

 

附  則                                         

１ この学則は、平成１４年４月１日から施行する。      

２ この学則の施行前に入学した者は従前の学則による。  

  

附  則                                        

１ この学則は、平成１７年１２月２１日から施行する。     

 

附  則 

１ この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

   

附  則 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 別表第 6の冷暖房費は、平成１９年・平成２０年入学生は従前のとおりとする。 

 

附  則 

１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附  則 

１ この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附  則 

１ この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附  則 

１ この学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 別表第１から３の科目名（必修科目）は、平成２６年１０月１日からによる。 

 

附  則 

１ この学則は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

附  則 

１ この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この学則の施行前に入学した者にかかる教育課程の履修については、なお従前の学則 

による。 

 

附  則 

１ この学則は、平成２７年９月２４日から施行する。 

 

附  則 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この学則の施行前に入学した者にかかる教育課程の履修については、なお従前の学則 

による。 

 

附  則 

１ この学則は、平成２９年２月１０日から施行する。 

 

附  則 



 

 

１ この学則は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この学則の施行前に入学した者にかかる教育課程の履修については、なお従前の学則 

による。 

 

附  則 

１ この学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この学則の施行前に入学した者にかかる教育課程の履修については、なお従前の学則 

による。 

 

附  則 

１ この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この学則の施行前に入学した者にかかる教育課程の履修については、なお従前の学則 

による。 

 

附  則 

１ この学則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附  則 

１ この学則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附  則 

１ この学則は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附  則 

１ この学則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

附  則 

１ この学則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この学則の施行前に入学した者にかかる教育課程の履修については、なお従前の学則 

による。 

 

附  則 

１ この学則は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 別表第５及び別表第６の施設費は、令和５年入学生は従前のとおりとする。 

 

附  則 

１ この学則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別表第１(学則第 20条) 

系列 科 目 名 
単位数 

備 考 
必 修 選 択 

    

 
教 

 

  養 

 

  科 

 

  目 

 

日本国憲法 

幼児教育と情報機器演習Ⅰ 

幼児教育と情報機器演習Ⅱ 

英語コミュニケーションⅠ 

英語コミュニケーションⅡ 

文章表現法 

キャンパスライフデザイン 

キャリアデザイン 

保育者入門 

幼児造形入門 

日本の文化とこころ 

幼児音楽入門（うた） 

幼児音楽入門（ピアノ）Ⅰ 

幼児音楽入門（ピアノ）Ⅱ 

幼児音楽入門（ピアノ）Ⅲ 

ボランティア活動 

児童文化 

国際理解 

留学英語準備講座Ⅰ 

留学英語準備講座Ⅱ 

English ConversationⅠ 

English ConversationⅡ 

English ConversationⅢ 

English ConversationⅣ 

コンピュータサイエンス 

 ２ 

 １ 

 １ 

  １ 

  １ 

 １ 

 １ 

 １ 

  

 

 

 

  

  

  

 

 １ 

 １ 

 ２ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 ２ 

 １ 

 ２ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 ２ 

 

保健体育 

科目 

体育理論 

体育実技 
 １ 

 １ 

  

 

 

 

 

 

 

専 

 

門 

 

教 

 

育 

 

科 

 

目 

 
 

 

 

 

教育原理 

教職概論 

保育の心理学 

特別支援教育（障害児保育）Ⅰ 

教育課程総論（保育の計画と評価） 

自然遊びと生活環境保全Ⅰ 

保育内容総論 

幼児と健康 

幼児と人間関係 

幼児と環境 

幼児と言葉   

幼児と表現 

保育内容（健康）の指導法 

保育内容（人間関係）の指導法 

保育内容（環境）の指導法 

保育内容（言葉）の指導法 

保育内容（表現）の指導法Ⅰ 

保育内容（表現）の指導法Ⅱ 

保育・教育方法技術論 

子ども理解と相談・援助 

 

保育・教職実践演習（幼） 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 １ 

  ２ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 ２ 

 ２ 

  

 ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

専 

 

門 

 

教 

 

育 

 

科 

 

目 

 

幼児造形Ⅰ 

幼児造形Ⅱ 

幼児音楽Ⅰ 

幼児音楽Ⅱ 

幼児音楽Ⅲ 

幼児音楽Ⅳ 

声楽Ⅰ 

声楽Ⅱ 

教育実習指導 

教育実習 

保育原理 

保育者論 

社会福祉 

子ども家庭福祉 

子育て支援 

社会的養護Ⅰ 

社会的養護Ⅱ 

子ども家庭支援の心理学 

子どもの保健 

子どもの健康と安全 

子どもの食と栄養 

子ども家庭支援論 

乳児保育Ⅰ 

乳児保育Ⅱ 

特別支援教育（障害児保育）Ⅱ 

自然遊びと生活環境保全Ⅱ 

幼児体育Ⅰ 

幼児体育Ⅱ 

保育実習指導Ⅰ（保） 

保育実習指導Ⅰ（施） 

保育実習Ⅰ(保育所) 

保育実習Ⅰ(施設) 

保育実習指導Ⅱ 

保育実習指導Ⅲ 

保育実習Ⅱ 

保育実習Ⅲ 

国際こども教育概論 

保育英語Ⅰ 

保育英語Ⅱ 

保育英語Ⅲ 

比較乳幼児教育論 

言語教育と幼児教育 

保育内容特論 

異文化コミュニケーション演習 

海外フィールドワークⅠ 

海外フィールドワークⅡ 

 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 ４ 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 １ 

 ２ 

 １ 

 ２  

 ２ 

 １ 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

  ２ 

  ２ 

  １ 

  １ 

 ２ 

  ２ 

２ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

 １ 

 １ 

 １ 

  ３ 

  



 

 

 

 

専 

 

門 

 

教 

 

育 

 

科 

 

  目 

 

乳幼児と脳科学 

異文化コミュニケーション演習 

多文化間心理学 

家族と多文化社会 

教育と経営 

保育とアート 

こどもと国際貢献 

異文化体験Ⅰ 

異文化体験Ⅱ 

多文化保育論 

子どもと世代間交流 

世界のＥＳＤと保育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 

 １ 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 １ 

 ２ 

 １ 

 １ 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第２（学則第 26条第②項）教職課程の科目 

系列 科 目 名 
単位数 

備 考 
必 修 選 択 

教養科

目 

日本国憲法 

幼児教育と情報機器演習Ⅰ 

幼児教育と情報機器演習Ⅱ 

英語コミュニケーションⅠ 

英語コミュニケーションⅡ 

 

 ２ 

 １ 

 １ 

  １ 

  １ 

    

  

 

 

  

  

 

保健体

育科目 

体育理論 

体育実技 

 １ 

 １ 

  

 専 

 

 門 

 

 教 

 

 育 

 

 科 

 

 目 

教育原理 

教職概論 

保育の心理学 

特別支援教育（障害児保育）Ⅰ 

教育課程総論（保育の計画と評価） 

自然遊びと生活環境保全Ⅰ 

保育内容総論 

幼児と健康 

幼児と人間関係 

幼児と環境 

幼児と言葉   

幼児と表現 

保育内容（健康）の指導法 

保育内容（人間関係）の指導法 

保育内容（環境）の指導法 

保育内容（言葉）の指導法 

保育内容（表現）の指導法Ⅰ 

保育内容（表現）の指導法Ⅱ 

保育・教育方法技術論 

子ども理解と相談・援助 

教育実習指導 

教育実習 

保育・教職実践演習（幼） 

幼児造形Ⅰ 

幼児造形Ⅱ 

幼児音楽Ⅰ 

幼児音楽Ⅱ 

幼児音楽Ⅲ 

幼児音楽Ⅳ 

特別支援教育（障害児保育）Ⅱ 

自然遊びと生活環境保全Ⅱ 

幼児体育Ⅰ 

幼児体育Ⅱ 

国際こども教育概論 

 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 １ 

  ２ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 ２ 

 ２ 

 １ 

 ４ 

 ２ 

 １ 

  

 １ 

 １ 

 １ 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 

 

 

 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 ２ 

 

 

 

 



 

 

別表第３（学則第 26条第③項）保育士養成課程の科目 

系列 科 目 名 
単位数 

備 考 
必 修 選 択 

保育の

本質・

目的 

に関す

る科目 

 

保育原理 

教育原理 

子ども家庭福祉 

社会福祉  

子ども家庭支援論 

社会的養護Ⅰ 

保育者論 

 

 

 ２ 

  ２ 

  ２ 

  ２ 

  ２ 

  ２ 

 ２ 

  

保育の

対象の

理解 

に関す

る科目 

 

保育の心理学 

子ども家庭支援の心理学 

子ども理解と相談・援助 

子どもの保健 

子どもの食と栄養 

   

 

 ２ 

 ２ 

  ２ 

  ２ 

  ２ 

     

 

 

  

 

 

 

  

 

保育の

内容・

方法に

関する

科目 

 

教育課程総論（保育の計画と評価） 

保育内容総論 

保育・教育方法技術論 

幼児と健康 

幼児と人間関係 

幼児と環境 

幼児と言葉 

幼児と表現 

保育内容 (健康)の指導法 

保育内容 (人間関係)の指導法 

保育内容 (環境)の指導法 

保育内容 (言葉)の指導法 

保育内容 (表現)の指導法Ⅰ 

保育内容 (表現)の指導法Ⅱ 

自然遊びと生活環境保全Ⅰ 

自然遊びと生活環境保全Ⅱ 

幼児音楽Ⅰ 

幼児音楽Ⅱ 

幼児音楽Ⅲ 

幼児音楽Ⅳ 

幼児造形Ⅰ 

幼児造形Ⅱ  

乳児保育Ⅰ 

乳児保育Ⅱ 

子どもの健康と安全 

特別支援教育（障害児保育）Ⅰ 

特別支援教育（障害児保育）Ⅱ 

  

 

 ２ 

 １ 

 ２ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

  １ 

  １ 

  １ 

  １ 

  １ 

 １ 

  １ 

    

  １ 

  １ 

  

  

 １ 

  

 ２ 

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

 

 

 

  

 

 

 

   

 

 

 

 

   

 

  

 

 １ 

     

 

 １ 

 １ 

 

 １ 

 



 

 

 

 

 

社会的養護Ⅱ 

子育て支援 

声楽Ⅰ 

声楽Ⅱ 

幼児体育Ⅰ 

幼児体育Ⅱ 

   

 

 １ 

 １ 

 

   

  

  

   

 

 

  

 １ 

 １ 

 １ 

 １ 

   

 

 保 

 育 

 実 

 習 

 

保育実習Ⅰ(保育所) 

保育実習Ⅰ(施設) 

保育実習指導Ⅰ(保) 

保育実習指導Ⅰ(施) 

保育実習Ⅱ 

保育実習Ⅲ 

保育実習指導Ⅱ 

保育実習指導Ⅲ 

  

 

  

 ２ 

 ２ 

 １ 

 １ 

 ２ 

 ２ 

 １ 

 １ 

 
保育実習

Ⅱ・Ⅲの

いずれか

選択必修 

 

保育実習

指導 

Ⅱ・Ⅲの

いずれか

選択必修 

 総 

 合 

 演 

 習 

保育・教職実践演習(幼) ２ 

  

 教 

 養 

 科 

 目 

 

日本国憲法 

幼児教育と情報機器演習Ⅰ 

幼児教育と情報機器演習Ⅱ 

文章表現法 

キャンパスライフデザイン 

キャリアデザイン 

英語コミュニケーションⅠ 

英語コミュニケーションⅡ 

体育理論 

体育実技 

 

 ２ 

 １ 

 １ 

 １ 

  １ 

 １ 

 １ 

  １ 

 １ 

 １ 

 

   

 

  

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第４（専攻科 国際こども教育専攻） 

系列 科 目 名 
単位数 

備 考 
必 修 選 択 

教養科目 

 

国際理解 

Intensive EAL  

英語で伝える日本文化 

  

 

 

  

 

 

２ 

２ 

１ 

 

 

 

 

 

専 

 

門 

 

教 

 

育 

 

科 

 

目 

 

保育英語Ⅰ 

保育英語Ⅱ 

保育英語Ⅲ 

国際こども教育概論 

比較乳幼児教育論 

言語教育と幼児教育 

乳幼児と脳科学 

保育内容特論 

異文化コミュニケーション演習 

多文化間心理学 

家族と多文化社会 

教育と経営 

保育とアート 

こどもと国際貢献 

保育英語研究 

演習ゼミ 

カナダ保育研究 

異文化体験Ⅰ 

異文化体験Ⅱ 

多文化保育論 

子どもと世代間交流 

世界のＥＳＤと保育 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

２ 

 

 

 １ 

 １ 

 １ 

 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 １ 

 １ 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 １ 

  

 ２ 

  

 ２ 

 １ 

 １ 

 ２ 

 ２ 

 ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別表 第５ 国際こども教育学科 

（入学検定料、入学金、授業料等） 

 納付金額 

入学検定料 30,000 円 

入学金 300,000 円 

授業料 年額 940,000 円 

施設費 年額 310,000 円 

実験・実習費 
１年次 20,000 円 

２年次 70,000 円 

諸経費（卒業準備金） 在学期間 30,000 円 

 

 

 

別表 第６ 専攻科 国際こども教育専攻 

（入学検定料、入学金、授業料等） 

 納付金額 

入学検定料 30,000 円 

入学金 150,000円 

授業料 年額 640,000円 

施設費 年額 175,000円 

諸経費（修了準備金） 6,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 令和6年12月 

 フェリシアこども短期大学 

 学則変更について 

 　１．変更内容 

 　　　１）変更箇所 

 　　　　　学則第２章　学科、学生定員、修業年限等 

 　　　　　　　第２条（学科及び学生定員） 

 　　　 

 　　　２）主な変更理由 

 　　　　　これまでの学生募集については、おおむね順調に推移していたが、近年の18歳 

 　　　　　人口の減少だけではなく、短期大学全体を取り巻く社会情勢等の変化等により 

 　　　　　定員未達の状況が生じている。 

 　　　　　教育の質保障や様々な観点から、定員充足率の現状に合わせた定員設定が必要 

 　　　　　であると判断したため。 

 　　 

 　２．変更時期 

 　　　令和８年４月１日 

 以上 



《本文》

改正案　令和8年（2026）年度 現行　令和6年（2024）年度

（学科及び学生定員）
第２条 本学において設置する学科及び学生定員
は、次のとおりとする。

学 科　　　　　　 　入学定員 　　　収容定員
国際こども教育学科 １００名 　　　２３０名

２ 国際こども教育学科に次のコースを設ける。
国際こども教育コース ３０名
こども教育コース ７０名

（学科及び学生定員）
第２条 本学において設置する学科及び学生定員
は、次のとおりとする。

学 科 　　　　　　　入学定員 　収容定員
国際こども教育学科 １３０名　　 ２６０名

令和8（2026）年度フェリシアこども短期大学学則（案）新旧対照表
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学生の確保の見通し等を記載した書類（本文） 
 

（１）収容定員を変更する組織の概要 

 ① 収容定員を変更する組織の概要 

名称（変更なし） 入学定員 収容定員 所在地（変更なし） 

国際こども教育学科 100名 200名 

東京都町田市三輪町 

１１３５ 
うち こども教育コース 70名 140名 

うち 国際こども教育コース 30名 60名 

 

②収容定員を変更する組織の特色 

フェリシアこども短期大学（以下、本学という）は、国際こども教育学科の

みの単科の短期大学であり、東京都の指定保育士養成施設である。このほど、

後述する理由により、現在の入学定員 130名を 100名に変更することで、学生確

保の見通しが立つと考え、定員変更に至った。 

また、本学科では 2年間の保育士課程であるこども教育コースと、2 年間の課

程に加え、1 年間の専攻科を含む 3 年間の保育士課程課程である国際こども教育

コースが設置されている。今年度、東京都より各コースを個別の養成施設とし

ての指定を受けるよう指導があったため、このたび、各コースの定員をそれぞ

れ設定し、それに伴い令和 7（2025）年 4月から学則を変更する予定である。 

本学の教育理念は、自分がどのような人生を送りたいかを主体的に選択する

自己覚知を支援すると同時に、教育・福祉の専門知識を活かして、家庭にあっ

ても社会にあっても、世界にあっても、自分のおかれた環境に地歩を固め、自

分らしく生きることができる力をもった人材を育成することにある。この理念

に基づき、人材の育成および教育研究活動をおこなっている。本学科の特色

は、学科名にもあるように、国際的な視野をもつとともに、多様な文化や価値

観を理解し、グローバル化に対応できる乳幼児教育者を育成することである。 

（２）人材需要の社会的な動向等 

 ①収容定員を変更する組織で養成する人材の全国的、地域的、社会的動向の

分析 

厚生労働省によると全国の保育士の有効求人倍率は、令和 5（2023）年 1 月で

3.12倍、令和 6（2024）年 1月で 3.54倍となっており、全職種平均の 1.35倍

と比較すると高い水準となっている。【表 1】 

特に、本学の所在地である東京都の保育士の有効求人倍率は、令和 5

（2023）年 1 月で 3.86 倍、令和 6（2024）年 1 月で 4.06 倍と、全国平均と比

較しても高い水準になっていることから、本学が育成する保育系人材の需要は

高いと言える。【表 2】 

実際に、本学の卒業生のうち、幼稚園二種免許状と保育士資格を取得した卒
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業生のほとんどは、その資格を生かし、幼稚園、認定こども園、保育所、福祉

施設等に就職している。【表 3】これは、本学が保育系人材の需要に合った人

材育成ができている根拠と言える。 

  

②中長期的な 18歳人口等入学対象人口の全国的、地域的動向の分析 

文部科学省調査「2022 年度学校基本調査」を基に株式会社リクルートが作

成した資料によると、令和 6（2024）年度に激減した 18歳人口は、その後令和

7(2025)～令和 11(2029)年まで微減しながら推移し、その後令和 12（2030）年

には令和 6（2024）年度の 95％まで減少すると予測されている。【表 4】全国

的に 18 歳人口が減少していく厳しい状況ではあるが、地域的にみると首都圏

の 18 歳人口はほぼ横ばいと推測されている。本学の入学者の大多数を占める

首都圏在住の高校生からの入学者確保は見通しが立つと予測できる。一方で、

日本私立学校振興・共催事業団の「私立大学・短期大学入学志願動向」による

と、短期大学教育系学科への志願倍率と入学定員充足率は年々減少傾向にあ

る。【表 5】 

そのため、入学定員を 100 名まで減らすことにより、今後の学生の確保の見

通しが立つと考える。 

 

③収容定員を変更する組織の主な学生募集地域 

 【表 4】によると、首都圏の 18歳人口はほぼ横ばいで推移する予測されてい

る。また、本学の入学生の出身地においては、過去 3 年（令和 4～6 年度）と

も神奈川県と東京都の出身者が 90％を占めている。【表 6】本学は東京都と神

奈川県の境に位置し、最寄り駅が小田急線鶴川駅であり、アクセス面がこの傾

向に大きく影響していると考えられる。今後もこの傾向は変わらず、引き続き

神奈川県と東京都から学生を募集できると見込んでいる。 

 

④既設組織の定員充足の状況 

 令和 4～6年度の本学の入学定員充足率は、年々減少傾向にある。【表 7】令

和 7（2025）年度生の募集についてはさらに減少することが見込まれ、既設の

入学定員 130名では充足率が大幅に低下することを予測している。 

 

（３）学生確保の見通し 

①学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

ア．既設組織における取り組みとその目標 

ａ.併設校（フェリシア高等学校）の保育コース設置 

   フェリシア高等学校は、本学から徒歩 20 分と同沿線の通学エリアに位置

し、本学への進学率も高く、以前より併設校としての結びつきが強い。そ

のため、女子普通科でありながら保育を志望する高校生の割合が高いこと

で知られていたが、本学教員による高大連携授業の充実などが図られてき

たタイミングで、令和 4（2022）年より普通科の中に保育コースが設置され
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た。保育コースでは、家庭科のなかで保育系の学びの機会が設けられ、高

校の教育課程の中でも附属幼稚園・保育園の園児とのふれあいやピアノの

基礎スキル習得など、短期大学の学びにつながるように不断の改革を行っ

てきた。高校の保育コース在籍者は年々増加しており、本学の入学定員確

保に向けては、フェリシア高等学校の保育コースという大きな安定したル

ートがあることは。近隣の他の養成校にはない強みと言える。 

ｂ.高大連携の推進 

フェリシア高等学校では、10年近く高大連携授業が行われており、単発の講

座ではなく、本学の教員が高校に出向き継続的に本学の授業を行い、本学入

学後には既修得単位として認められる取り組みが定着している。 

ｃ.オープンキャンパスの充実 

本学のオープンキャンパスは、各回テーマを設定し参加者の志願につながる

よう工夫して開催している。令和 6(2024)年度は、1 月までに 21 回開催し、

特待奨学生総合型選抜説明会、奨学金説明会、体験授業など、時期に合わせ

たテーマを設定し開催した。また、どの回でも希望者には教職員との個別相

談、在学生と話す機会を設け、それぞれの来校者の意向を汲むよう努めた。

令和 3(2021)～令和 5(2023）年度に実施したオープンキャンパスの来校者数

および出願者数を【表 8】に示す。過去 3 か年では来校から出願に至る歩留

まりが 40％程度を保持しており、オープンキャンパスの実施内容が、学生の

確保に大きく貢献していると考えられる。 

ｄ.大学案内や学生募集要項等の資料請求数 

直近 3 か年の資料請求数は増加している。来校につながる機会となる資料請

求は重要な取組みであるため、令和 6（2024）年 8 月には学校案内パンフレ

ットを一新し、本学の特色や在校生の様子がより伝わりやすいパンフレット

となるように工夫し、来校者増加につながるよう努めた。【表 9】 

ｅ.ホームページアクセス数 

令和 6（2024）年度初旬にホームページの見直しを図り、ページの更新や画

像やデザインの更新を行った。その結果、令和 6（2024）年 4 月 1 日～11 月

22日では、アクティブユーザー数、新規ユーザー数ともに前年よりも 20％程

度増加している。また、分析の結果、スマートフォンを利用しての流入数が

増えていることから、スマートフォンユーザー向けのデザインや見やすさを

重視して、内容の充実を図り、学生確保に繋げていく取り組みを続けている。

【表 10】 

ホームページの他、SNSを活用した広報活動にも力を入れ、Instagramでは、

本学の様子を知ってもらうため、受験生からの要望が多い授業内容の投稿な

ど積極的な運用に努めている。また、LINE 連携による資料請求、オープンキ

ャンパス申込を推進し、スマートフォンからの学生募集につなげられるよう

体制を強化している。 

ｆ.高等学校訪問 

年間を通じて、入試広報担当職員が定期的に近隣高等学校に訪問し、本学の

特色や入試選抜について伝えている。令和 6（2024）年度には、新入生の写

真が入った資料を制作し、卒業した高等学校に訪問した際にはその資料をお

渡しし、高等学校の先生方や在校生に、本学進学後の様子や活躍を伝え、本

学の認知度をあげる工夫をした。 

ｇ.その他 

令和 6（2024）年度には、新たな取組として、6 月には東京都福祉局主催の
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「まるっと体験！保育の学校フェア」に参加し、夏休みに保育体験をする都

内高校生に保育の仕事の魅力を伝え、体験授業を実施した。また、12 月には

「学校公開 WEEK」として授業公開を実施し、普段の短大生活を見学する機会

を設け、学生確保に努めた。 

 

令和 7(2025)年度の入学予定者は、令和 6(2024）年度並み（106 名）の学生

確保を目標にａからｇの取り組みをおこなっているが、実際の入学予定者は

75名程度の見込みである。 

      

イ．収容定員を変更する組織における取組とその目標 

上記の取組結果を踏まえ、次年度も継続して本学の認知度向上と特色を周知

する広報活動をおこなっていく。特に、オープンキャンパスだけではなく、

学生が授業を受けている期間に「学校公開 WEEK」を実施し、高校生や保護者

だけでなく、ターゲットとなる地域にある高校の教員に本学への理解を深め

てもらう活動の充実を図る予定である。 

 

   ウ．当該取組の実績の分析に基づく、収容定員を変更する組織での入学

者の見込み数 

 前述のとおり、併設校（フェリシア高等学校）との高大連携、さらに保育

コースの在籍者数が年々増加していることから、学生確保の安定したルート

がある状況といえる。例年、本学入学者の約 6 割が併設校出身である。【表

11】に示すように、令和 8（2026）年度以降の入学対象である高校 2 年生、1

年生の保育コースには 80 名程度在籍して、収容定員を変更する組織の入学定

員 100 名の大多数を併設校からの入学者で確保できると見込んでいる。さら

に、前述の学生募集の取り組みにより、併設校以外からの受験生も一定数見

込まれるため、収容定員を変更する組織の入学定員数 100名は適正な人数であ

ると考える。 

 ②競合校の状況分析 

ア．競合校の選定理由と収容定員を変更する組織との比較分析、優位性 

【表 12】 

本学の競合校として以下の 2校を選定した。 

ａ.和泉短期大学（神奈川県相模原市） 

ｂ.駒沢女子短期大学（東京都稲城市） 

選定理由は以下のとおりである。 

・いずれも単科の短期大学であるということ 

・定員規模が、aが 200名、ｂが 100名であること 

・神奈川県・東京都の高校生をターゲットにしており、学生募集の地域が類

似していること 

・いずれも保育者養成校であり、卒業と同時に取得できる資格が保育士資格

と幼稚園教諭二種免許状であること 

・いずれも最寄駅からバスを利用して通学すること  
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競合校との比較の結果、特待奨学生総合型選抜・グローバル選抜・留学生選

抜という選抜方法は本学独自のものであり、受験生の受験機会を増やしてい

ると言える。 

   

イ．競合校の入学志願動向等 

      近年の短大志望者ならびに保育系志望者の減少により、本学も競合校２

校も入学者数は定員を下回る状況にある。【表 13】 

      しかし、本学は既述したとおり、併設高校の保育コースからの進学者を

一定数確保できることに加え、本学の特色でもある国際こども教育コース

の希望者が見込める。実際に、入学者総数は毎年減少傾向にあるものの、

国際こども教育コースは微増で一定数を確保できている。 

 

    

ウ．収容定員を変更する組織において定員を充足できる根拠等 

     競合２校のうち、ｂ短大は 2025 年度より文部科学省の「高等教育の修学支

援制度」対象外となるため、代替となる短期大学独自の奨学金制度が新設さ

れる予定である。そのため、文部科学省の制度の利用希望者でかつ保育系短

期大学志望者は、近隣である本学も志望校の候補となる可能性がある。 

 

  エ．学生納付金等の金額設定の理由 

     本学は令和元（2019）年に校舎建て替え後、令和３（2021）年度に施設費

の改定を行い、さらに令和 6（2024）年に光熱費等物価高騰のため施設費を改

定し、現在に至る。 

 

（４）収容定員を変更する組織の定員設定の理由 

    入学定員充足率が一定の条件を下回った場合、文部科学省の「高等教育の修

学支援制度」対象外となり、例年、学生の 4 割近くが利用している本制度の利

用希望者の受け入れが困難となるとなることが懸念される。 

    そこで、短期大学教育系学科への志願倍率と入学定員充足率が年々減少して

いることを考慮し、入学定員充足率を満たせる状況を継続していくために、教

員数等減員による影響を鑑み、総合的に判断した結果、入学定員 100 名に変更

することとした。 

 

 

以 上 
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【表 1】保育士の有効求人倍率の推移（全国） 

 

（子ども家庭庁保育士の有効求人倍率の推移（全国）より）厚生労働省 職業安定業務統計より 

 

 

【表 2】東京都の保育士有効求人倍率（各年 1 月時点） 

年 令和 5（2022） 令和 6（2023） 

倍率 3.86 4.06 

（厚生労働省 職業安定業務統計より） 
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【表 3】就職率【令和 3(2021)年度～令和 5(2023)年度】(就職者数/就職希望者数) 

 2022 年 3 月卒 

(R2 年度生) 

2023 年 3 月卒 

（R3 年度生） 

2024 年 3 月卒 

（R4 年度生） 

幼稚園・幼稚園型認定こども園 14.1%（13/92） 17.9％（15/84） 16.6％（12/82） 

幼保連携型認定こども園 3.3%（3/92） 8.3％（7/84） 11.0％（9/82） 

保育所及び保育所型認定こども園 42.4％（39/92） 48.8％（41/84） 39.0％（32/82） 

地域型保育事業 7.6％（3/92） 4.8％（4/84） 4.9％（4/82） 

その他の児童福祉施設 3.3％（3/92） 3.6％（3/84） 2.4％（2/82） 

児童福祉施設 5.4％（5/92） 1.2％（1/84） 6.1％（5/82） 

障害者支援施設 10.9％（10/92） 4.8％（4/84） 11.0％（9/82） 

老人福祉施設 3.3％（3/92） 1.2％（1/84） 1.2％（1/82） 

その他(一般企業等) 9.8％（9/92） 9.5％（8/84） 9.8％（8/82） 
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【表 4】24卒業生募集結果からみる全体動向 18歳人口 

 

作成 2024年度専門学校入学者マーケット調査報告書 

（文部科学省 2022年度学校基本調査確定値より）
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【表 5】私立短期大学（教育系学科）の志願倍率と入学定員充足率の推移 

 

日本私立学校振興・共済事業団「令和 3（2021）年度私立大学・短期大学等入学志願動向」および

同調査資料の令和 4（2022）年度、令和 6（2024）年度版より 

 

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

志願倍率 1.02 0.97 0.87 0.79 0.71

充足率 81.44 78.98 73.96 63.66 68.36
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【表 6】年度別入学者の出身地 

 

 

【表 7】定員充足率の推移 

  2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

入学者数 129 120 127 102 106 

入学定員 130 130 130 130 130 

在籍者数 251 246 244 226 216 

収容定員 280 260 260 260 260 

入学定員充足率 99% 92% 98% 78% 82% 

在籍定員充足率 90% 95% 94% 87% 83% 

 

【表 8】オープンキャンパス来校者数と出願者数の推移 

  来場者数 出願数 出願歩留まり 

2021年度 261 129 49% 

2022年度 294 102 35% 

2023年度 233 107 46% 
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【表 9】資料請求数 

 

 

【表 10】2024年 4月 1日～11 月 22日における本学 HP アクセス解析 

 

（Google Analytics による） 

 

【表 11】フェリシア高校在籍数（2024年度） 

  短大入学年度 合計 保育コース 総合コース 

3 年生 2025 年度 142 59 83 

2 年生 2026 年度 221 106 115 

1 年生 2027 年度 223     
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【表 12】本学と競合校 2校との比較 

 本学 ａ短大 ｂ短大 

入試 総合型選抜 

特待奨学生総合型選抜※ 

学校推薦型選抜 

一般選抜 

社会人特別選抜 

グローバル選抜※ 

留学生選抜 

競合校と異なる選抜方法を実

施（※） 

総合型選抜 

学校推薦型選抜 

一般選抜 

社会人特別選抜 

 

総合型選抜 

学校推薦型選抜 

一般選抜 

社会人特別入学者

選抜 

 

学納金 2,920,000 円 

a,b よりも高い 

2,418,000 円 2,504,400 円 

奨学金 学校独自の奨学金制度有 

文科省「高等教育の修学支援

制度」対象 

同左 同左だが、2025 年度

より文科省制度の対

象外となる 

取得できる資

格 

保育士資格 

幼稚園教諭二種免許状 

同左 同左 

 

 

【表 13】本学と競合校 2校との在籍人数の比較 

 本学 ａ短大 ｂ短大 

R4（2022） 128/130 188/200 75/100 

R5（2023） 102/130 190/200 56/100 

R6（2024） 106/130 145/200 34/100 
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